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直轄国道の維持管理基準見直し、
排水施設の損傷把握方法を明記
国土交通省は直轄国道の維持管理基準を
見直す。自然災害の発生頻度が増し被害
規模も大きくなっている。建設資材高騰や
労務単価の上昇、インフラ老朽化なども踏
まえ、より効率的で高度な維持管理を目指
す。昨年1月に発生した埼玉県八潮市の
道路陥没事故なども考慮し、道路排水施
設の損傷把握方法を明確にするなどさま
ざまな方策を検討。今年の秋ごろまでに
維持管理基準を改定する。道路巡視など
を通じて、排水施設の異常は把握している
ものの、維持管理基準には「清掃」以外の
項目で排水施設に関連する記載が無い。
目視や ICT、AIを活用した排水施設の損
傷把握に向け、具体的な方法などを維持
管理基準に明記する方針だ。

全建が都道府県建協表彰に新部門、
アンケート回答率などを基準
全国建設業協会（全建、今井雅則会長）
は、都道府県建設業協会の表彰基準を改
定し、2026年度から全建事業などに積極
的に参画する協会を表彰する新部門を設
ける。協会活動のさらなる活性化を図る
のが目的。評価指標の一つに、生産性向
上や労働環境の整備、発注関係事務の運
用状況など、全建のアンケートに対する回
答率などを設定する。全建が実施する調
査（生産性向上の取り組み、発注関係事
務の運用状況、労働環境の整備）の全て
で協会会員の回答率を把握。研修会の開
催、技術研究発表会の応募数なども考慮
する。26年度の活動は、27年度全建表彰

（6月）に反映。その後、毎年6月に前年
度の活動内容を表彰する。

金子恭之国交相、公共事業予算確
保で「令和の国土強靱化」推進表明
金子恭之国土交通相が建設業の主要4団
体トップと初めて行った3月19日の意見
交換会で、高市早苗政権が掲げる「令和
の国土強靱化」を推進するため、地域に
必要な公共事業の予算確保などに注力す
る意向を改めて表明した。金子国交相は
災害時に「地域の守り手」となる建設業の
役割に再三言及し、「（地域に建設業者が
いなくなれば）災害時に誰がその対応をし
てくれるか」と重要性を強調した。意見交
換会は東京・霞が関の国交省内で開かれ、
各団体は公共事業量の確保や、民間発注

者を含めた価格転嫁への指導などを国に
要望した。
金子国交相は冒頭、地元・熊本での地震
や豪雨の経験を踏まえ「発災当初から現
場に駆け付け、巡視活動や道路啓開に尽
力し、地域のために常に献身的に対応し
てもらっている」と建設業界に感謝を伝え
た。その役割を担い続けるには将来の担
い手の確保が不可欠であり、「まずは必
要な公共事業予算をしっかり確保する」と
真っ先に話した。

国立代々木競技場世界遺産登録推
進協、施工と保全テーマにシンポ開く
東京都渋谷区にある「国立代々木競技場」
の世界遺産登録に向けた機運が高まって
いる。建築家の隈研吾氏が代表理事を務
める推進協議会が、施工と保全をテーマに
した第3回シンポジウムを3月23日に同
競技場で開いた。有識者らの活発な議論
に、約850人の参加者が聞き入った。国
立代々木競技場は1964年の東京五輪に
合わせて建設され、2021年の東京五輪・
パラリンピックでも使われた。建築家の
丹下健三（1913～2005年）が意匠設計、
坪井善勝（1907～90年）が構造設計を手
掛けた。清水建設が第一体育館、大林組
が第二体育館を施工した。冒頭、日本建
設業連合会（日建連）の宮本洋一会長は

「（競技場は）日本経済と社会の加速度的
発展を象徴する建物だ。未来へ価値を育
て続ける生きた遺産として世界に認められ
ることを願っている」とあいさつした。

メガソーラー導入支援終了、
27年度から補助対象外
経済産業省は、大規模太陽光発電所（メ
ガソーラー）の導入支援を終了する。再
生可能エネルギーの固定価格買い取り

（FIT）制度、売電価格に補助を上乗 せ
するFIP制度の買い取り価格、賦課金単
価などとともに方針を明らかにした。メ
ガソーラーは、電力の市場価格に補助金
を上乗せするような支援を講じてきたが、
2027年度以降に新設する分は支援の対
象外とする。支援しないのは10キロワッ
ト以上の地上設置型の事業用。住宅や屋
根設置は支援を続ける。支援は12年か
ら始めたが、発電コストが低下しているの
に加えて、環境との共生が課題になるメガ
ソーラーの開発が相次いだ問題などを踏
まえ、支援をやめることにした。

産構審小委員会、土対法見直しへ
26年度に判断事例調査
産業構造審議会（経済産業相の諮問機
関）の有識者小委員会は3月23日、土壌
汚染対策法（土対法）の見直しなどについ
て議論した。経産省は、環境省が土対法
の在り方を検討している中で、産業界が地
歴調査や自然由来の汚染対応の負担、地
下水モニタリングなどに懸念を示している
ことを説明。2026年度に土壌汚染の事例
を自治体や事業者から収集し、環境省と
連携して公共の情報として公開することを
検討する考えも明らかにした。会合で経
産省は、化学、製紙、電気、鉄鋼、自動車、
電気電子工業、石油関係の7団体に行っ
た調査結果を報告した。工場の使用を続
ける場合に汚染状況の調査を行わないよ
うにできる地下水モニタリングの新制度の
導入や、自然由来の不適合土壌の扱いの
見直しなどに対して、負担軽減や土地利用
の促進への期待が大きいという。

建築学会26年度の事業計画、
創立140周年事業を企画・実施
日本建築学会（小野田泰明会長）は17日、
オンラインで臨時総会を開き、2026年度
の事業計画と予算を了承した。26年度事
業計画によると、新しい中長期計画の策定
を進めながら、創立140周年事業を企画・
実施する。建築会館の将来と財政健全
化に向けた検討に引き続き取り組む。小
野田会長は就任時（25年5月）に会員が
半歩踏み出すことで大きな果実を得る「コ
ミットメント」を掲げ、取り組んできた五つ
のテーマの進展状況を報告。「25年度に
立ち上げた委員会などが、本格的に動き
出している。26年度も活動内容が盛りだ
くさんだが、皆さんの期待に応えられるよ
う事務局とともに頑張っていきたい」とあ
いさつした。特別調査では新規として、住
宅・建築改修による脱炭素社会推進、建築
文化の国際化推進、木造建築ストックの保
全と活用を実現する枠組み構築の三つを
挙げた。

国交省と建設業4団体が申し合わせ、
26年も6％賃上げへ
国土交通省と建設業の主要4団体が3月
19日に都内で開いた意見交換会で、技能
者の賃上げ目標として、2026年に「おお
むね6％上昇」を目指すことで合意した。
足元の賃上げ状況を踏まえると高いハー
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「採用がままならない状態にある」と危機
感を示した。その上で、「これまでより質、
量ともに上回る広報活動」を展開する考
えを明記。新4K（給与、休暇、希望、かっ
こいい）を目指している実情を知ってもら
う「リブランディング」や、DXやカーボン
ニュートラル（CN）の実現に向けた先進的
な取り組みの発信に力を入れる。

脱炭素化社会へ都市の在り方検討
着手、夏ごろに行動指針
国土交通省は、脱炭素社会の実現に向け
た都市の在り方を検討する。エネルギー
や環境の観点を都市政策の主要テーマ
に据え、再生可能エネルギーの有効活
用に向けた出力制限量の低減や、需要側

（都市）の調整力確保に向けた方策を探
る。高度成長期以降に整備されたインフ
ラの更新需要が見込める中、エネルギー
施策も一体で推進する。夏ごろに「エネ
ルギー利用を踏まえた都市類型ごとのす
べきこと、都市行政の行動指針」を取りま
とめる。「効率的なエネルギー利用に向け
た都市の在り方検討会」の初会合を3月
18日に開いた。電気と熱それぞれで、融通

（エネルギーを配る・分ける・ためる）と立
地（エネルギーを創る・使う）の観点からど
のような施策が有効か整理した。

建築・都市のDX、中長期ビジョン公
表／産学官連携・協働呼び掛け
国土交通省は、建築・都市・不動産分野の
社会課題の解決に向け、各分野のデジタ
ルデータを連携させ付加価値を生み出す

「建築・都市のDX」の中長期ビジョンを
公表した。2030年代の本格的な社会実
装に向け、国交省の課題認識と取り組み
の方向を明示し、民間事業者との連携・協
働を呼び掛ける。建築BIM推進会議など
関係組織のメンバーが一堂に会したカン
ファレンスを3月18日に東京都内で開き、
情報共有した。建築分野のBIMと3D都
市モデル「プロジェクト・プラトー」、不動
産ID、地理空間情報をつなぎ合わせ、建
物から都市空間までの3Dデジタルツイン
を構築する取り組み。産学官で効果的な
活用やデータ連携の推進し、デジタルツイ
ンを「日常業務の基盤」として定着させる
道筋を描く。

ドルとなるが、25年と同水準の目標を掲
げることで、持続的な賃上げへの対応を
各団体の会員企業などに求める。25年
12月施行の改正建設業法に基づき、民間
工事を含めた労務費の確保・行き渡りの
徹底や生産性向上を官民で推進する。
同日の意見交換会で国交省が提案し、▽
日本建設業連合会（日建連）▽全国建設
業協会（全建）▽全国中小建設業協会（全
中建）▽建設産業専門団体連合会（建専
連）－の4団体が合意した。担い手不足の
進展や直近の工事費高騰への対応も念頭
に、各団体で生産性向上を推進することも
申し合わせた。省人化技術などの現場実
装に加え、技術者や技能者のスキルアッ
プ促進も働き掛ける。

JIS改正で混合成分の割合拡大、
コンクリート性能は同等確認
建築研究所（建研、福山洋理事長）は、ク
リンカと石こう以外の混合成分の割合を
現行の5％以下から「10％以下」に変更し
たセメントを使ったコンクリートの性能に
ついて、研究結果を公表した。変更前後
のセメントを使用した国土交通大臣認定コ
ンクリートを比較し、同等の性能であると
判断した。混合成分の割合を拡大する日
本産業規格（JIS）改正は、3月23日付の
官報で公告した。クリンカは、石灰石や粘
土、けい石などの原料をキルンで焼成して
できるセメントの中間製品。石こうや混合
物を加えて粉砕すると、粉末状のセメント
になる。セメント協会（諸橋央典会長）は、
セメント製造の脱炭素を推進する一環とし
て、混合成分の割合拡大に関する研究・検
討を進めてきた。

電設協が人材確保・育成へ初の
方針策定、ニーズ把握し施策展開
日本電設工業協会（電設協、文挾誠一会
長）は3月19日に都内で開いた理事会で

「電設協人材確保・育成方針」の案を決議
した。協会として独自に策定するのは初
めて。他社、他産業との人材獲得競争が
激しくなる中、電気工事業界の魅力や重要
性を広く発信し、若者を中心に訴求してい
く。若手社員や学生に意識調査を行い、
業界に対する考えやニーズを把握。デー
タに基づいた施策を展開する方針だ。「電
気設備業の担い手確保が喫緊の課題」と
改めて定義。電気自動車（EV）や半導体
などのメーカーが電気系学科の出身学生
を採用する傾向が強まり、電設業界として

士会連合会、JIA／JAPANアーキテ
クト、認定制度創設へ基本合意
日本建築士会連合会（士会連合会、古谷
誠章会長）と日本建築家協会（JIA、佐藤
尚巳会長）は3月18日、国際基準に準拠
したアーキテクトを認定する制度の創設で
基本合意した。両団体が運用する資格の
どちらかを保有し、5年以上の建築教育と
いう国際的要件を満たすと「JAPANアー
キテクト」（仮）に認定する。2026年度か
ら制度の詳細設計に入り、28年度の運用
開始を予定している。同日、東京都渋谷
区のJIA館で調印式を開き、古谷、佐藤両
会長が基本合意書を交わした。士会連合
会の「専攻建築士制度」、JIAの「登録建築
家制度」を維持したまま、国際的な建築家
との同等性を示すJAPANアーキテクト認
定制度を創設する。1級建築士で「統括
設計専攻建築士」または「登録建築家」の
うち、5年以上という国際的教育要件を満
たすか同等以上と認められる者を認定す
る。両団体の資格制度は会員外にも開か
れており、JAPANアーキテクトもいずれの
会の会員でなくても認定する。専攻建築
士認定評議会と建築家認定評議会の代
表でつくる「JAPANアーキテクト認定評議
会」を創設し、認定を行う。

自治体発注工事、国交省が
独自歩掛かりの好事例周知
国土交通省は、小規模工事の施工実態や
地域特有の事情を踏まえ、直轄工事の標
準歩掛かりとは異なる独自の歩掛かりを
設定している地方自治体の好事例をまと
めた。施工実態調査や見積もり徴収で歩
掛かりの精度を担保し、定期的な見直し・
更新のルールを定めることで継続的な運
用に取り組む都道府県3団体の事例を主
に取り上げている。独自設定に踏み出せ
ていない自治体などに参考資料として周
知し、積極的な対応を後押しする。都道府
県・政令市67団体へのアンケートや、既に
独自設定している都道府県15団体への個
別ヒアリングの結果をまとめた事例集を作
成、公表した。国交省は事例集の中で、予
定価格の積算には現場条件や施工実態を
正確に反映することが「原則」と指摘。標
準歩掛かりはあくまで直轄工事の積算基
準に関する図書であり、「都道府県などは
それぞれ独自の工事発注の積算基準（施
工歩掛かり）を持つべきだ」と訴える。
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薄くて曲がる太陽電池の設計・施工
指針、ビル風考慮し荷重を設定
新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO）は、軽量で曲げられるペロブス
カイト太陽電池などの普及を後押しするた
め、「設計・施工ガイドライン」を作成した。
屋根や建物の壁面など、従来の太陽電池
が設置できなかった箇所に取り付けること
ができる。ガイドラインでは、設計荷重に
ビル風などへの考慮を求めた。設置に当
たっては、特定の箇所に過度な力が加わ
らない方法を採るべきだとした。施工時
には、必要に応じて高所作業車の導入も
求めた。「フレキシブル太陽電池を利用し
た太陽光発電システムの設計・施工ガイド
ライン2026年版」としてまとめた。ペロブ
スカイト太陽電池に加え、カルコパイライ
ト太陽電池、有機薄膜太陽電池、薄型結
晶シリコン太陽電池など屋根や外壁など、
建物に設置するタイプを対象にしている。
複数の太陽電池パネルを並べた「太陽電
池アレイ」を設置する際には、変形によっ
て屋根や他の機器に接触しないよう配慮
を求めた。太陽電池アレイの架台と基礎
部分の設計で想定する荷重として、▽固定
荷重▽積雪荷重▽風圧荷重▽地震荷重－
を挙げた。

上下水道の脱炭素化で方向性、
官民連携・広域化を推進
国土交通省は、上下水道事業の脱炭素化
と資源利用の促進に向けた今後の取り組
みの方向性を示した。少人数で施設を管
理している小規模自治体など地域ごとの
実情を踏まえ、官民連携や広域化の推進
が重要と指摘。脱炭素化や資源利用を進
める上で、事業の経済合理性を確保する
ため、国による経済的インセンティブ制度
の構築の必要性も示した。3月18日に開
催した「上下水道政策の基本的なあり方
検討会」（委員長・滝沢智東京都立大学特
任教授）で議論した。官民連携は事業期
間の長期化や、建設・更新を含めた対象
施設・業務範囲の拡大により、受注者によ
る脱炭素化などの創意工夫の発揮が期待
される。官民連携の手法はDBO（設計・
建設・運営）方式や PFI以外に、施設の更
新と運営を民間が一体的に担う「更新実
施型」、更新計画案の策定や CM（コンスト
ラクションマネジメント）で自治体を支援
する「更新支援型」、コンセッション（公共
施設等運営権）方式などを例示した。

道路占用制度の見直し着手、
国交省専門部会が初会合
国土交通省は道路占用制度の在り方で検
討を始めた。道路の占用者と管理者の連
携強化策、占用物件の維持管理・点検・更
新など、制度の在り方を幅広く議論する。
まずは管理者が占用者に対して実施すべ
き措置の手引を年度内に公表。26年度
以降は、占用物件の維持管理や占用者と
連携した道路空間マネジメントなどで議
論を深める。「占用制度のあり方に関する
専門部会」（部会長・大串葉子同志社大学
大学院ビジネス研究科教授）の初会合を
3月17日に開いた。道路地下施設の老朽
化などを原因とする埼玉県八潮市の道路
陥没事故を受け、国交省の有識者委員会
が示した提言を踏まえ、占用物件の適切
な在り方を探る。初会合では、占用制度
の概要や占用物件の維持管理に関する動
向を確認した。

25年の熱中症発生状況、建設業の
死傷者278人・死亡者5人
厚生労働省がまとめた2025年（1～12月）
の職場での熱中症による死傷災害発生状
況（速報値）によると、休業4日以上の死
傷者は1,681人で4年連続増加した。統
計を取り始めた05年以降で最多となっ
た。死傷者のうち死亡者は15人。前年
と比べ半減し5年ぶりに減少した。業種
別に見ると、製造業337人（前年比110人
増）、建設業278人（62人増）の順となっ
た。死亡者数15人のうち建設業は5人（3
人減）と最も多く発生していた。21年以
降の5年間に発生した熱中症の死亡者数
をみると建設業が最も多く48人となった。
死傷者数を月別でみると約7割が7、8月
の2カ月間に集中。死亡者数も同じ傾向
だった。厚労省は「暑くなり始めた時期に
急激に死傷者数、死亡者数が上昇し、その
後、横ばいになり9月に急減する傾向があ
る」と分析する。

大型RC構造物のPCa原則化範囲
拡大、VFM工法選択も本格運用
国土交通省は、直轄土木工事のコンクリー
ト構造物でプレキャスト（PCa）工法の採
用を原則とする範囲を拡大する。断面分
割で運搬可能な大型ボックスカルバート
のうち、内空断面積35平方メートル未満
でPCaを原則適用する。これと同じ範囲
で形状・寸法の規格を標準化し、設計や

型枠製作のコストがかさむ特注品から規
格品への転換を促す。標準規格以外で
は、コスト以外の要素を考慮するVFM（バ
リュー・フォー・マネー）の評価手法による
現場打ちとPCaの比較検討を本格運用す
る。そのまま運搬可能な小型・中型の構造
物は既にPCaを原則化している。複数年
をかけたVFM導入の検討・試行結果をま
とめ、分割して運搬する必要がある大型の
構造物でもPCaを普及させていく道筋を
付けた。VFMの実施要領を策定し、2026
年度の設計業務から適用する。

26年公示地価の全国平均5年連続
上昇、地方圏で建築費高騰の影響
国土交通省が3月17日に公表した2026
年公示地価は、全国の全用途平均で5年
連続の上昇となった。前年からの上昇率
は2.8％増で、前年を0.1ポイント上回っ
た。住宅地、商業地ともに上昇率の拡大
基調が続いている。一方、地価や建築コ
ストの上昇に起因した住宅価格などの高
騰で、特に地方圏で地価上昇が抑制傾向
にある地点が出てきている。需要の鈍化
だけでなく、コスト転嫁が不十分で採算
性が確保できず供給ペースが低下してい
る実態がある。全国平均は前年比で住宅
地2.1％増、商業地4.3％増。三大都市圏
のうち東京圏は住宅地4.5％増、商業地
9.3％増、大阪圏は住宅地2.5％増、商業地
7.3％増、名古屋圏は住宅地1.9％増、商業
地3.3％増。東京圏と大阪圏はマンション
需要や店舗・ホテル需要が旺盛で、前年か
ら上昇幅が拡大した。東京都に限定する
と住宅地6.5％増、商業地12.2％増。いず
れも上昇率が都道府県別の1位となり住
宅地は18年ぶりのトップだった。地方圏
は住宅地0.9％増、商業地1.6％増。札幌、
仙台、広島、福岡の地方4市に限ると住宅
地3.5％増、商業地6.4％増だが、前年と比
べて上昇率は低下した。名古屋圏を含め
た地方圏は、建築コスト上昇のあおりを受
けた格好だ。

大規模土砂災害の対策強化へ、緊急
調査が必要な河道閉塞の定義示す
国土交通省は、大規模土砂災害発生時の
緊急調査や応急対策の強化に向けた議論
を深化している。土石流や地滑り、河道閉
塞（へいそく）などが発生した際、国や都
道府県が住民避難などに必要な情報を収
集・提供するための手引を2026年度内に
改訂する。河道閉塞について、緊急的な
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を要望した。野村正史副理事長兼専務理
事は「基本はコミュニケーションを取ること
だ。情報を共有し、解決につなげる」と日
建連との連携方針を話した。

「第35回マンションリフォーム
マネジャー試験」の実施

（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援セン
ターでは、9月27日（日）に「第35回マン
ションリフォームマネジャー試験」を札幌、
東京、名古屋、大阪、福岡の全国5都市で
実施する。今回より「マンションリフォー
ムマネジャ―補」を創設、一部合格者の試
験免除期間の期限を撤廃する。試験は、
マンションの専有部分のリフォームにおい
て、専門知識をもって、管理組合や施工者
などと協力・調整しながら、居住者に付加
価値の高いリフォームを企画・提供するた
めの業務推進能力を認定する。「団体割
引」として10名以上まとめて申し込んだ場
合に、受験料が10％引きとなります。これ
までの試験合格者は延べ11,325人。
詳細…https://mrm.chord.or.jp/landing/

「第43回住まいのリフォーム
コンクール」の実施
住宅から、あるいは住宅への用途変更を
伴うものを含め、住宅ストックの有効活用、
深刻化する技能者不足への対応、既存住
宅流通・リフォーム市場の拡大・活性化に
資する取組み等、社会課題の解決に有効
な作品等の住まいのリフォーム事例を募
集する。上位賞として「公益財団法人 日
本住宅・木材技術センター理事長賞」が新
設された。新たな形で木材や和室等の活
用を図るなど、木材利用や建築・生活文化
の発展・継承に資するものを表彰する。
募集期間…2026年4月1日（水）～6月17
日（水）まで
賞…国土交通大臣賞（1点）　他上位賞6
賞、優秀賞（20点程度）、ナレッジ賞
審査結果発表…10月上旬（上位賞は入賞
者表彰式にて発表）
表彰式等…国土交通大臣賞の受賞者は、
10月に開催予定の「住生活月間中央イベ
ント」にて表彰されます。
詳細…https://www.chord.or.jp/reform_
contest/index.html

調査が求められるカ所の定義を明確化し、
対応の円滑化を図る。3月17日に開催した

「大規模土砂災害の緊急対策の強化に関
する検討委員会」（委員長・地頭薗隆鹿児
島大学名誉教授）の第2回会合で、「土砂
災害防止法に基づく緊急調査実施の手引
き」の改訂案が公表された。緊急的な対
応を要する河道閉塞の条件を示した。谷
が塞がり水位が上昇している場合や、閉鎖
高さが20メートル以上ある場合などが対
象になる。緊急調査の効率化・迅速化を
図るため、緊急調査の対象となる河道閉
塞の選定の考え方を整理したフロー図を
手引に盛り込む。あらかじめ危険性が高
い区域を絞り込んでおくことで、調査する
際などの優先順位の判断を容易にする。

国交省が建設3Dプリンター適用で
考え方、直轄土木で事例増
国土交通省は、直轄土木工事で建設用3D
プリンターを導入する場合の統一的な考
え方をまとめた。セメント系材料を用いた
3Dプリント造形物の品質管理方法などを
整理し、発注者の対応指針とする。3Dプ
リンターの活用は省人化効果などが期待
でき、受注者からの提案で実現場に適用
する事例が増えている。受発注者間の円
滑な協議を促す目的で、再設計や契約変
更の考え方も整理し、今後の普及拡大を
後押しする。3Dプリント造形物の特殊性
を考慮した出来形や品質の確認方法など
をまとめた「参考資料（案）」を策定、公表
した。土木学会が昨年7月に策定した3D
プリント埋設型枠の採用に関する技術指
針を参照し、監督職員などが対応する際
の留意事項を示している。3Dプリンター
は型枠が不要で、設計データと容易に連
携できるため、設計の最適化や省人化・工
期短縮に期待が大きい。直轄土木工事で
も集水ますや擁壁などの造形に活用され
る事例が全国各地で増えている。

標準歩掛かりの適用範囲明示の
工種拡充、小規模施工の課題に対応
国土交通省は直轄土木工事で、施工規模
に応じて標準歩掛かりが適用可能かどう
か判断できる目安を拡充する。通常より
手間がかさむなどの実態があり、標準歩
掛かりの適用がそぐわないケースが多い
小ロット工事の課題に対応。標準歩掛か
りが適用できる施工数量の下限値や、想
定する現場条件・施工方法などを工種別
に詳細化する。適用対象から外れる場合

は特別調査や見積もりを活用するよう、発
注担当者に周知する。標準歩掛かりの適
用範囲を明示するケースは既にあるが、一
部の工種に限定されている。2026年度の
積算基準から、明示する工種を順次増や
していく考えだ。道路維持補修の道路打
換え工を例に取ると、標準歩掛かりの適用
範囲を日当たり平均作業量50～420平方
メートルと明確化。交差点部を小規模に
分割して施工する場合や、排水性舗装な
どを施工する場合などで標準歩掛かりが
適用できないと記載する。

次世代ITSの将来像示す、
2030年代の運用開始へ
国土交通省は、情報通信技術などの活用
で交通事故や渋滞、環境問題などの解
決を目指す次世代高度道路交通システム

（ITS）の将来像を示した。トンネルや合
流部など渋滞が起きやすい区間では道路
側から速度や車間の調整を後押しするほ
か、車両から見えにくい場所にいる歩行
者や自転車の存在を車両に直接提供でき
るようにする。事故直後の後続車への警
告や災害時の避難誘導なども想定。次世
代ITSは2030年代の運用開始を目指す。
ITSの将来像は、3月16日に開催した「次
世代ITS検討会」（委員長・羽藤英二東京
大学大学院教授）で示された。これまで

「黙っている存在」だった道路を、「車と直
接対話し交通や空間全体を最適化する存
在」へと転換する。今後は機能やシステ
ムデザインの具体化や官民共同研究、各
種仕様の検討・決定などを進める。

不動協が日建連と積極的に情報共
有、課題解決に向け早期の協議へ
不動産協会（不動協）の吉田淳一理事長
は3月12日に都内で開いた理事会後に
会見し、都市の国際競争力を高めるまち
づくりを続けるため、工事費高騰や工期
の長期化など都市再生の課題に取り組む
考えを改めて表明した。日本建設業連合
会（日建連、宮本洋一会長）と積極的にコ
ミュニケーションを取り、情報を共有する。
日建連の同意が得られれば、できるだけ
早く協議を始めたい考えだ。会見で吉田
理事長は「価格面だけでなく、マンション
の供給制約なども含め、さまざまな団体と
幅広く連携しながら解決していきたい」と、
課題解決に向けた基本的な姿勢を説明し
た。不動協は2025年11月、日建連に担
い手確保や生産性向上などで対話の深化
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監理技術者講習

建設業界の現状 監理技術者制度と責務 契約制度

施工計画と施工管理の留意点 品質管理 安全衛生管理

環境管理 生産性向上と最新技術・材料の動向 建築設備工事

建設業法施行規則第17条の13の規程に基づき、下記の講義＋修了試験（合計360分以上）を行います。

お申込みは連合会ホームページから
https://www.kenchikushikai.or.jp
国土交通省監理技術者講習登録講習機関12号（登録日…平成27年6月22日）

公益社団法人日本建築士会連合会
〒108-0014 東京都港区芝5-26-20 建築会館5 階

監理技術者講習本部

オンデマンド講習のご案内

お申込みから講習までの流れ

お申込

受講期間を
選択して
申し込み

講習会
テキスト・
実施要領が
ご自宅に発送

監理技術者とは

＊対面講習も実施中。開催日程・詳細等は、ホームページをご確認ください。

・・・・・・9,500円（税込）
※受講料にはテキスト・修了履歴ラベル交付費用・登録料・その他送料等含みます。

オンデマンド講習受講料（Web 申込のみ）

受講期間内にて（1ヵ月）動画視聴

お申込み

2 3 41

元請負の特定建設業者が当該工事を施工するために締結した下請契約の請負代金総額が 5,000万円以上（建築一式工事は8,000万円以上）
の場合に専任で配置する技術者のことです。
監理技術者の職務は、施工計画の作成、工程管理、品質管理その他の技術上の管理及び工事の施工に従事する者の指導監督です。
監理技術者は、下請負人を適切に指導、監督するという総合的な役割を担うため、主任技術者に比べ、より厳しい資格や経験が求められます。

講習プログラム

オンデマンド講習受講料

Web 申込のみ
受講
（動画視聴） 修了考査 5 修了履歴

ラベル：
ご自宅に
発送

令和８年４月にオンデマンド講習の受付けをスタートしました。受講される皆様に会場
へお越しいただくことなく、インターネット環境の整ったご自宅のパソコンや職場の
パソコンにて受講可能です。（修了考査の解答までウェブ上で完結します）

令和８年４月
開始

連合会からのお知らせ

「免状型」の
一級建築士登録証明書（事務所等掲示用）

発行のご案内

公益社団法人 日本建築士会連合会

従来の免状型免許証の発行の廃止に伴い、多くの建築士の皆様から一級建築士免許の保有を証明するも
のを建築士事務所に掲示したいとの要望を受け、 偽造防止等の対策を講じたうえで事務所等掲示用に「免
状型」の一級建築士登録証明書（事務所等掲示用）の発行を行っております。
本証明書を必要とする方は、下記をご確認のうえお申込みください。

氏名（フリガナ）、生年月日、登録番号、登録年月日
証明される内容

窓口申込…即日発行いたします。
郵送申込…郵送期間を含め一週間程度かかりますので、余裕をもってお申込みください。

発行までの期間

・「免状型」の一級建築士登録証明書（事務所等掲示用）発行願
・申込者の一級建築士免許証（免許証明書）のコピー
・申込者の公的な身分証明書（顔写真付きのもの）のコピー
・手数料等
窓口申込…証明書1通につき、手数料1,780円（現金）をお支払いください。
郵送申込…手数料1,780円と、証明書送付用としてレターパックプラス代600円を

加算した2,380円分の普通為替を同封してください。

必要書類・手数料等

「免状型」の一級建築士登録証明書（事務所等掲示用）の受付・発行は、
日本建築士会連合会のみが承っており、本会窓口または郵送での
お申込みが可能です。
窓口・郵送先

（公社）日本建築士会連合会 建築士登録部
（注）窓口申込の場合、受付日時は平日9：30～17：30（年末年始、創立記念日を除く）

申込方法

お申込みは、建築士ご本人によることを原則としますが、やむを得ない理由により代理人がお申込みを行う場合は、
上記の「必要書類・手数料等」の他に、以下をご準備ください。
・委任状（書式は本会ホームページに掲載）
・代理人の公的な身分証明書（顔写真付き）のコピー

代理人によるお申込み

お申込みに関する詳細は、本会ホームページ（下記URLまたは右記QRコード）をご覧ください。

「免状型」の一級建築士登録証明書（事務所等掲示用）のページ
https://touroku.kenchikushikai.or.jp/meibo/a4-menkyojougata-kentikushi-touroku-syoumei/

連合会からのお知らせ

「免状型」の
一級建築士登録証明書（事務所等掲示用）

発行のご案内

公益社団法人 日本建築士会連合会

従来の免状型免許証の発行の廃止に伴い、多くの建築士の皆様から一級建築士免許の保有を証明するも
のを建築士事務所に掲示したいとの要望を受け、 偽造防止等の対策を講じたうえで事務所等掲示用に「免
状型」の一級建築士登録証明書（事務所等掲示用）の発行を行っております。
本証明書を必要とする方は、下記をご確認のうえお申込みください。

氏名（フリガナ）、生年月日、登録番号、登録年月日
証明される内容

窓口申込…即日発行いたします。
郵送申込…郵送期間を含め一週間程度かかりますので、余裕をもってお申込みください。

発行までの期間

・「免状型」の一級建築士登録証明書（事務所等掲示用）発行願
・申込者の一級建築士免許証（免許証明書）のコピー
・申込者の公的な身分証明書（顔写真付きのもの）のコピー
・手数料等
窓口申込…証明書1通につき、手数料1,780円（現金）をお支払いください。
郵送申込…手数料1,780円と、証明書送付用としてレターパックプラス代600円を

加算した2,380円分の普通為替または定額小為替を同封してください。

必要書類・手数料等

「免状型」の一級建築士登録証明書（事務所等掲示用）の受付・発行は、
日本建築士会連合会のみが承っており、本会窓口または郵送での
お申込みが可能です。
窓口・郵送先

（公社）日本建築士会連合会 建築士登録部
（注）窓口申込の場合、受付日時は平日9：30～17：30（年末年始、創立記念日を除く）

申込方法

お申込みは、建築士ご本人によることを原則としますが、やむを得ない理由により代理人がお申込みを行う場合は、
上記の「必要書類・手数料等」の他に、以下をご準備ください。
・委任状（書式は本会ホームページに掲載）
・代理人の公的な身分証明書（顔写真付き）のコピー

代理人によるお申込み

お申込みに関する詳細は、本会ホームページ（下記URLまたは右記QRコード）をご覧ください。

「免状型」の一級建築士登録証明書（事務所等掲示用）のページ
https://touroku.kenchikushikai.or.jp/meibo/a4-menkyojougata-kentikushi-touroku-syoumei/
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監理技術者講習

建設業界の現状 監理技術者制度と責務 契約制度

施工計画と施工管理の留意点 品質管理 安全衛生管理

環境管理 生産性向上と最新技術・材料の動向 建築設備工事

建設業法施行規則第17条の13の規程に基づき、下記の講義＋修了試験（合計360分以上）を行います。

お申込みは連合会ホームページから
https://www.kenchikushikai.or.jp
国土交通省監理技術者講習登録講習機関12号（登録日…平成27年6月22日）

公益社団法人日本建築士会連合会
〒108-0014 東京都港区芝5-26-20 建築会館5 階

監理技術者講習本部

オンデマンド講習のご案内

お申込みから講習までの流れ

お申込

受講期間を
選択して
申し込み

講習会
テキスト・
実施要領が
ご自宅に発送

監理技術者とは

＊対面講習も実施中。開催日程・詳細等は、ホームページをご確認ください。

・・・・・・9,500円（税込）
※受講料にはテキスト・修了履歴ラベル交付費用・登録料・その他送料等含みます。

オンデマンド講習受講料（Web 申込のみ）

受講期間内にて（1ヵ月）動画視聴

お申込み

2 3 41

元請負の特定建設業者が当該工事を施工するために締結した下請契約の請負代金総額が 5,000万円以上（建築一式工事は8,000万円以上）
の場合に専任で配置する技術者のことです。
監理技術者の職務は、施工計画の作成、工程管理、品質管理その他の技術上の管理及び工事の施工に従事する者の指導監督です。
監理技術者は、下請負人を適切に指導、監督するという総合的な役割を担うため、主任技術者に比べ、より厳しい資格や経験が求められます。

講習プログラム

オンデマンド講習受講料

Web 申込のみ
受講
（動画視聴） 修了考査 5 修了履歴

ラベル：
ご自宅に
発送

令和８年４月にオンデマンド講習の受付けをスタートしました。受講される皆様に会場
へお越しいただくことなく、インターネット環境の整ったご自宅のパソコンや職場の
パソコンにて受講可能です。（修了考査の解答までウェブ上で完結します）

令和８年４月
開始
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振替 00150-5-98877
会員の購読料は会費に含まれます。
消費税増税に伴い、2019 年 10月号より価格を改定し
ました。
情報・広報委員会
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公益社団法人 日本建築士会連合会
〒 108-0014 東京都港区芝 5-26-20 建築会館 
tel 03-3456-2061 ～ 3  fax 03-3456-2067 
https://www.kenchikushikai.or.jp
kaishi@kenchikushikai.or.jp
本誌に関しますお問い合わせは、メールにてお願いいたします。

編集／印刷製本
バウスグラフィック株式会社
無断転載の禁止
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特集
「旅する建築」
～移築によるコンテクスト再考
次号では、近年において建築作品の継承の際に、移築のユニークな取り組みが
増えている状況を背景に、建築の拠り所となるコンテクストについて改めて考え
る特集をお届けする。本来であればその場所に建ち続けるはずの建築が別の場
所へ移されるとき、その建築が根拠としてきたコンテクストとしての場所性が相対
化され、建築を成立させているものは一体何なのかが改めて問われる。それによ
り、周辺環境の景観的条件だけでなく、歴史や文化、人々の記憶（時間）や、建
築が使われるということ（機能）、などの建築の本質にかかわる多様な切り口や
立場が顕在化する。本特集では、近年の事例を通して、建築にとってのコンテク
ストを改めて捉え直すとともに、読者とともに「旅する」ように考察を深める内容を
目指した。

※次号の構成、タイトル、執筆者は変更される場合がありますので、あらかじめご了承ください。

Information
本誌への「広告」掲載および「新製品」欄のお問い合わせについて

広告代理店 株式会社建報社宛にご連絡ください。TEL.03-5244-9335（代表） 
また、建報社E-mail：info@kenchiku.co.jp からも、お問い合わせできます。

本誌掲載の原稿について
本誌に掲載されている依頼原稿は、筆者の責任において執筆いただいております。 
したがって、本会の見解と異なる場合もあることをご承知おきください。
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EVENT NEW PRODUCTS

＊情報提供・詳細は、建築情報サイト https：//www.kenchiku.co.jp　　＊新製品の資料請求は54頁をご参照ください。

ノエミ・レーモンドの建築と意匠 
―和で紡ぐモダンライフ―
概要　日本で約40年にわたって活動し、家具やテ
キスタイルのデザインで知られるノエミ・レーモンド

（1889―1980）。これまであまり知られていなかっ
たノエミの住宅における設計手法にも着目し、当
時の日本の建築デザインに与えた影響を考察
会期　6月18日（木）まで、10:00～18:00（土曜、
最終日は17:00まで、日曜・祝日、5/6まで休館）
入場料　無料
会場・問合せ　（公財）ギャラリーエークワッド 事
務局
東京都江東区新砂1-1-1
tel 03-6660-6011  gallery@a-quad.jp
https://www.a-quad.jp/exhibitions/133/
index.html

ガウディ没後100年公式事業 
NAKED meets ガウディ展〈大阪会場〉
概要　ガウディ没後100年、そしてサグラダ・ファミ
リアのメインタワー「イエスの塔」完成を記念し、公
式展覧会として東京を皮切りに開催。彼の思想と
革新性を、現代の視点から見つめ直し、今を生きる
私たちがガウディのまなざしに触れ、自然とともに生
きる智慧を感じながら、未来への歩みを見つめ直す
きっかけとなる展覧会
会 期　6月15日（月）まで、［平日］10:00〜20:00

（19:00最終入場）、［土日・祝］9:30〜19:30（18:30
最 終 入 場）、5/29、6/5は夜 間 貸 切 実 施のため
10:00～18:00（最終入場17:00）、最終日6/15は
10:00～18:00（最終入場17:00）
観覧料　一般2,700円（平日）
会場・問合せ　VS.（グラングリーン大阪内）
大阪府大阪市北区大深町6-86 グラングリーン大
阪 うめきた公園 ノースパーク VS.
tel 0570-200-888（12:00～17:00、土日祝休業）
https://meets.naked.works/gaudi/

昭和100年と江戸東京たてもの園
概要　2026年は昭和という元号が定められてから
100年の節目にあたり、この建物・施設の変遷を手
掛かりに、この地が歩んだ“激動の昭和”を振り返る
会期　6月21日（日）まで
開園時間　9:30～17:30（入園は17:00まで）
休園日　月曜（月曜が祝日または振替休日の場合
はその翌日）、年末年始
観覧料　一般400円
会場・問合せ　江戸東京たてもの園 展示室
東京都小金井市桜町3-7-1 都立小金井公園内
tel 042-388-3300（代表）
https://www.tatemonoen.jp/

ガウディ：未来をひらく窓
概要　ガウディの没後100年となる2026年、「窓
を考える会社」YKK APは、これまでに収集したガ
ウディの窓に関する知見や研究成果、模型、共同
研究の一部などをスペインと日本で展覧会やド
キュメンタリー映像、書籍、関連イベントを通して紹
介
会 期　5月16日（土）～7月12日（日）、10:00〜
19:00（5/26、6/23休館）
入場料　無料
主催　YKK AP（株）
会場・問合せ　21_21 DESIGN SIGHTギャラリー3
東京都港区赤坂9-7-6 東京ミッドタウン ミッドタ
ウン・ガーデン
tel 0120-20-4134
https://www.ykkapglobal.com/ja/satellite/
window-future/gaudi/

「フィオレストーン」は天然水晶に樹脂などを配合
して成形したエンジニアドストーン（クオーツストー
ン）と呼ばれる高級人造石。自然素材では難しい
大板サイズの提供が可能である。硬度が高く食器
などで傷がつきにくい。吸水性が低く汚れが染み
込みにくいためメンテナンス性に優れている。軽
量なため施工負荷を低減し物流費の抑制に寄与
する、といった特長がある。欧米で人気の天然石
をモチーフにした新柄2点をラインナップに追加。
フィオレストーン最上位のグレード（G5）となり、繊
細な石目と奥行きのある表情が特長。空間にも美
しく調和しながら、確かな存在感をもたらす。全
30柄が揃う。

仕上材
高級人造石「フィオレストーン」
天然石をモチーフにした新柄2点を追加

アイカ工業（株）
 0120-525-100

https://www.aica.co.jp

Vosco（ヴォスコ）は「手に持って動かす」という
Mobilityを大切にし、暮らしの中で本当に役立つ
光を灯したい。そんな想いのもとに生まれた光を
灯す道具。使い続けることで柄は丸みを帯び、手
に馴染む。木に負担をかけない内部構造を採用
し、パーツごとの修理や交換が可能な設計になっ
ている。さらに用途やシーンに合わせて、中心の
木の部分を大・中・小の3つのサイズに切り替えら
れるほか、メープル、ウォルナットの2種類の木材
から選ぶことができ、長く使い続ける中で交換する
ことも可能。メープル S/ウォルナットS：66,000円

（税込）、メープルM/ウォルナットM：68,200円（税
込）、メープルL/ウォルナットL：70,400円（税込）。

ポータブル照明

Ambientec 
新作「Vosco （ヴォスコ）」発売

（株）アンビエンテック
tel 045-441-0082
https://ambientec.co.jp

これまで国内になかった開閉動作により、長年追
及してきた壁面化®をさらに進化させた「フルハイ
トドア・インワードタイプ」を発売。日本の住宅では
廊下側から室内にドアを押して入る「内開き」が常
識となっているが、一方で、トイレは緊急時の対応
から、廊下側にドアが開く「外開き」となっている。
こうした安全設計は壁面に凹凸が生じ美観を損ね
るという課題もあった。これまでは廊下にトイレ

（外開き）と居室（内開き）のドアが並ぶ場合、開き
方向の違いにより壁面を揃えることは困難。本製
品により、内開きと外開きが混在していても壁面を
フラットに保つことが可能。さらに、廊下側と室内
側のどちらの壁面をフラットにするかについても自
由に選択が可能。価格は132,000円〜（税込）

ドア
「フルハイトドア・インワードタイプ」
壁と完全に一体化する室内ドア

（株）KAMIYA
tel 0463-66-9000
https://www.fullheight-door.com

新作「OIIo（オロ）」はどこにいても身近に置ける
ポータブルランプ。その名は象徴的な円形フォル
ムに由来し、バランス、対称性、そして循環する流れ
を想起させる。「Dew Drops」シリーズ新作「Dew 
Drops Circle（デュードロップスサークル）」は有機
的に配置された光の滴がアクセントとなり、円形の
フォルムに新たな調和と次元をもたらす。モジュー
ル性と高い柔軟性を備え、さまざまな構成が可能。
モダンでありながらもやわらかく優美な印象を与
える。「OIIo」ガラスカラー、パーツカラーは各2色。
価格は107,800円（税込）。「Dew Drops Circle」
カラーは全3色。価格は1,247,400円（税込）。

照明器具

新ポータブルランプ「OIIo」と「Dew 
Drops」に新たに加わる 

「Dew Drops Circle」を追加

スタジオ ノイ（株）
tel 03-5843-0260
https://www.studio-noi.com

Photo by Hiroshi Iwasaki

フィオレストーン新柄（MF03 Noble Blanc）

「OIIo（オロ）」 「Dew Drops Circle
（デュードロップスサークル）」
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